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１．平成19年９月中間期の業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 6,717 1.0 220 △0.6 204 11.1 143 157.9

18年９月中間期 6,652 △7.4 221 △16.0 183 △17.7 55 △34.8

19年３月期 12,538  238  167  26  

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 22 93 － －

18年９月中間期 8 89 － －

19年３月期 4 20 － －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 －百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 9,375 2,629 28.1 419 84

18年９月中間期 9,783 2,541 26.0 405 72

19年３月期 9,045 2,511 27.8 400 96

（参考）自己資本 19年９月中間期 2,629百万円 18年９月中間期 2,541百万円 19年３月期 2,511百万円

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 52 △81 117 640

18年９月中間期 62 △72 85 754

19年３月期 525 △192 △460 552

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 － － 4 00 4 00

20年３月期 － － － 

20年３月期（予想） － 4 00 4 00

３．平成20年３月期の業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,600 0.5 260 9.2 200 19.2 100 279.7 15 97
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４．その他

(1）中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、16ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(2）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 7,275,000株 18年９月中間期 7,275,000株 19年３月期 7,275,000株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 1,012,970株 18年９月中間期 1,011,070株 19年３月期 1,011,070株

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は3ページ「1.経営成績　(1)経営成績に関する分析」をご参照下さい。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　当中間会計期間におけるわが国経済は、アジアやＥＵ等向け輸出の好調と、国内における民間設備投資及び、堅調

な企業収益の下支えにより、穏やかな拡大基調にありましたが、個人消費の改善は進んでいない状況でした。加えて

米国のサブプライムローン問題が世界的に広がる中で、その影響は金融から実体経済へと移行し始めており、わが国

経済に不安感を少なからず与えております。

　レジャー市場におきましては、７月に発生しました中越沖地震、７月から８月にかけての天候不順と記録的な猛暑

及び、原油価格や原材料の上昇が企業収益に影響を与えました。また大手食品企業の品質管理問題や賞味期限の改ざ

ん問題等が続けて発生し、消費者の信頼を損なう結果となりました。

　このような中、当社は「さらなる質の追求を実践する」をスローガンにひと・もの・サービスのレベルと質の向上

を図ってまいりました。主力のみやげ品部門におきましては、主要取引先への商品開発や直営店の期間フル稼働によ

り売上の維持、市場の確保を行ってまいりました。　また、一般小売部門におきましては、既存店の活性化と消費者

ニーズ分析から、提供する商品・サービスの差別化により売上の増加となりました。

　この結果、当中間会計期間の売上高は6,717百万円（前年同期比1.0%増）、営業利益は220百万円（同0.6%減）、経

常利益は204百万円（同11.1%増）、中間純利益は143百万円（同157.9%増）となりました。

　通期の見通しにつきましては、依然として厳しい国内経済と回復しない個人消費により業態間・企業間競争は一層

激しさを増すものと思われます。中越沖地震では当社店舗、営業施設は幸いにして直接的な被害はありませんでした

が、当該地域及び、その周辺地域の観光客減少が続いており、観光客の回復には、まだ時間がかかると予想されま

す。

　このような状況の中、みやげ品部門におきましては、従来よりの商品開発や営業活動等のマーケティング機能を更

に充実し、また安心・安全な地域商品を提供するべく、社内品質管理システムを強化してまいります。

　一般小売部門におきましては、お客様のニーズや市場環境の変化に対応した店づくりと、より一層のサービスの向

上を目指してまいります。

　温浴施設部門におきましては、リピーターであるお客様が、新鮮さを感じられるような店内環境や、サービスの向

上を目指すとともに、常に衛生管理を徹底し安心・安全なサービスを提供してまいります。

　これらを勘案いたしまして、通期の業績見通しにつきましては売上高12,600百万円、経常利益200百万円、当期純利

益100百万円を見込んでおります。　

(2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

　当中間会計期間末の資産につきましては、前事業年度末に比べ330百万円増加し、9,375百万円となりました。

これは主に、売上債権の増加によるものであります。

　負債につきましては、前事業年度末に比べ212百万円増加し、6,746百万円となりました。

これは主に、借入金の増加によるものであります。

　純資産につきましては、前事業年度末に比べ117百万円増加し、2,629百万円となりました。

これは主に、中間純利益の計上による利益剰余金の増加によるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ88百万円増加し、当

中間会計期間末には640百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　 営業活動の結果得られた資金は、52百万円となりました。これは主に税引前中間純利益の計上及び減価償却費な

 らびに売上債権の増加によるものであります。

　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　 投資活動の結果使用した資金は、81百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得及び敷金保証金の差入

 によるものであります。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　 財務活動の結果得られた資金は、117百万円となりました。これは主に借入れによる収入ならびに社債の償還及び

 固定資産に係る割賦債務等の返済によるものであります。
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(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
平成16年

3月期

平成17年

3月期

平成18年

3月期

平成19年

3月期

平成19年9月

中間期

 自己資本比率 (%) 24.9 25.3 26.6 27.8 28.0

 時価ベースの自己資本比率 (%) 10.5 13.0 18.1 13.8 11.0

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 10.5 11.3 10.7 9.9 51.1

 インタレスト・カバレッジ・レシオ (倍) 5.1 4.6 5.4 5.3 1.0

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

 （注）１． 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

 ２． キャッシユ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

 ３． 有利子負債は貸借対照表(中間貸借対照表)に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

  当社は、株主への利益還元を経営の重要政策と位置付けており、安定的な配当水準の維持と業績の伸長に沿った適

正な利益配分の継続を基本方針としております。また、内部留保資金につきましては、将来の事業展開及び、財務体

質のより一層強化のため有効に活用する予定であります。

　この方針に基づき、現時点における当事業年度の業績を勘案し、当事業年度末の配当予想金額を４円といたしまし

た。 

(4）事業等のリスク

　当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

①消費動向によるリスク

　当社の事業は、レジャー関連商品の販売・サービスの提供であり、一般消費者を対象とするため、景気や消費動向

が業績に影響する可能性があります。

②天候不順や自然災害のリスク

　天候不順による間接的及び、観光地の自然災害等による直接的影響により、観光客が減少した場合、みやげ品部門

の売上が減少し、業績に影響する可能性があります。

③取引先の信用リスク

　当社みやげ品部門では、与信管理のもと取引先と継続取引を行っておりますが、予期せぬ事態により取引先が倒産

し債権回収に支障が生じた場合には、業績に影響する可能性があります。

④他社との競合

　当社温浴事業部門では、他社との競合が激しくなっており、優位性を保っている地域でも近隣に競合他社が新規出

店すると、既存店の売上が減少し、業績に影響を与える可能性があります。

⑤法的リスク

　当社の事業活動は、食品衛生法や公衆浴場法等様々な法的規制に従い、また規制上のリスクを伴っております。

　リスク回避には最大限の努力を払っておりますが、取組みの範囲を超えるような事態が生じた場合は、業績に影響

を与える可能性があります。

⑥風評によるリスク

　昨今の食品偽装、表示違反等が相次ぐ中、このような事態が長く続きますと、食品全体への不信感から、みやげ品

等の買い控えが生じた場合は、業績に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況
  当社グループ（当社及び当社の子会社）は、当社（株式会社タカチホ）及び、子会社17社により構成されており観光

みやげ品の仕入、製造、卸及び小売を主な内容とし、更に一般商品の小売、温浴施設、店舗の建設、内装工事、店舗賃

貸及びこれらに関する業務を営んでおります。

　当社と子会社の関係及び事業上の位置づけは次のとおりであります。

 

　　当　社　：観光みやげ品の仕入、製造、卸及び小売を主な内容としており、その他一般商品の小売、温浴施設、店

　　　　　　　舗の建設、内装工事、店舗賃貸の業務を営んでおります。

　　子会社　：食品衛生法上においては、販売の用に供する食品につき、その製造者あるいは販売者の住所、氏名等を

　　　　　　　表示することとされております。当社は本社が所在する長野県以外では営業所の所在地に子会社を設立

　　　　　　　し販売者として表示するとともに、購入者の問い合わせに備えております。

　　　　　　　　なお、子会社のうち１社は、上記内容と異なって請負を主たる業務とし、主に温浴施設の運営業務及

　　　　　　　び、小売店舗の販売業務を請け負っております。

 

[事業系統図]

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

 
顧         

客 

小 売 店 

各地の仕入先 

子会社16社 

商品・製品の販売 

商品・製品の販売 業務の委託 

業務の受託 

商品の仕入 

サービスの提供 

株式会社 タカチホ 

観光みやげ品の 

仕入・製造・販売 

一般商品の小売 

小売店店舗の建設 

内装工事・賃貸 

温浴施設 子会社１社 業務の請負 

業務の委託 
サービスの提供 
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社は、レジャー産業を基軸にした総合商社として常に環境の変化に対応し、新たな需要の創造と機能性の向上を

目指すとともに、業務を通じて生活文化の向上に貢献し、日々新たな挑戦により企業文化の創造と育成を図ってまい

ります。そのために適正利潤の追求と永続的な企業発展を持って株主、社会に貢献するとともに情報集積と創造性を

基盤とした業務の推進、経営資源の効率的運用による販売網の拡充と生産性の向上、人材育成と能力開発の推進に取

組んでまいります。 

(2）目標とする経営指標

  当社は、継続的かつ安定的な収益の確保と、更なる事業規模の拡大を図っていくため売上高及び、経常利益の成長

を重要な経営指標と位置づけております。

(3）中長期的な会社の経営戦略

  当社は、中長期スローガンとして「価値志向型企業への進化」を掲げ、企業ブランドの構築により競争力を高め、

市場における優位性を確保し、社会、市場から求められる企業の創造を目指すとともに、「さらなる質の追求を実践

する」を年度スローガンとして、次世代への成長基盤を造るため、事業構造改革を推進し企業利益、資本効率、生産

性の向上に集中して取組んでまいります。そのため以下の項目を重点的に進めてまいります。

①市場環境に対応した「集中と選択」により、成長分野へ資源を配分するとともに、不採算・非効率的部署及び、業

務の見直しを行います。

②売掛債権の圧縮、在庫の適正化によるキャッシュ・フローの改善に取組むとともに、投資の見直しにより投資効率

の向上を図ってまいります。

③コンプライアンスを重視し、ニーズの多様化・高度化に適応した品質・安全・衛生管理のためのシステム構築を進

め、企業の社会的責任の遂行を確実に進めてまいります。

④新人事制度の適正運用及び、目標・結果の共有と目標管理を徹底実施いたします。

(4）会社の対処すべき課題

  当社は、経営体質の更なる改善と構造改革を行うことにより、安定した収益性のある事業構造へ向けて積極的な企

業活動を進めてまいります。

　みやげ品部門におきましては、業務効率の見直しによるコストの低減、消費ニーズにあった商品の開発、提供に努

めるとともに、安心と安全を最重要課題として商品管理・監視システムを更に強化してまいります。

　温浴部門におきましては、地域性、店舗特色を生かしたメニュー、サービスの提供による、施設の活性化を図ると

ともに、衛生管理の徹底に取組んでまいります。

　一般小売部門におきましては、市場環境の変化に対応した店づりとともに、販売効率の改善により収益の向上に努

めてまいります。

(5）内部管理体制の整備・運用状況

  当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書「内部統制システムに関する基本的な考え方

及びその整備状況」に記載しております。
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４．中間財務諸表
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
(千円)

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金  1,007,431   889,522   △117,909 814,347   

２．受取手形 ※５ 183,820   180,230   △3,589 137,795   

３．売掛金  1,299,687   1,216,793   △82,894 924,174   

４．たな卸資産  1,032,433   948,984   △83,449 935,468   

５．繰延税金資産  49,722   40,116   △9,606 38,695   

６．その他  74,473   81,279   6,806 69,510   

貸倒引当金  △47,157   △43,333   3,823 △33,332   

流動資産合計   3,600,411 36.8  3,313,592 35.3 △286,818  2,886,660 31.9

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 3,145,028   3,066,581   △78,447 3,126,747   

(2）土地
※
2.6

1,115,119   1,115,119   － 1,115,119   

(3）建設仮勘定  51,807   －   △51,807 －   

(4）その他  275,576   307,156   31,579 302,327   

有形固定資産
計

  4,587,532 46.9  4,488,857 47.9 △98,674  4,544,195 50.2

２．無形固定資産   128,552 1.3  123,144 1.3 △5,408  125,664 1.4

３．投資その他の
資産

           

(1）敷金保証金  1,115,419   1,123,113   7,694 1,129,949   

(2）繰延税金資
産

 50,003   25,990   △24,013 53,468   

(3）その他  344,277   332,850   △11,426 347,757   

貸倒引当金  △42,849   △31,626   11,223 △41,951   

投資その他の
資産計

  1,466,851 15.0  1,450,328 15.5 △16,523  1,489,223 16.5

固定資産合計   6,182,936 63.2  6,062,330 64.7 △120,606  6,159,083 68.1

資産合計   9,783,347 100.0  9,375,923 100.0 △407,424  9,045,743 100.0
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前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
(千円)

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ．流動負債            

１．支払手形 ※５ 69,135   41,716   △27,419 26,251   

２．買掛金  667,818   679,762   11,944 609,013   

３．短期借入金 ※２ 2,630,000   2,180,000   △450,000 2,480,000   

４．１年以内返済
予定長期借入
金

※２ 628,297   395,564   △232,733 365,792   

５．１年以内償還
予定社債

※２ 280,000   220,000   △60,000 250,000   

６．未払法人税等  83,918   102,231   18,312 56,579   

７．賞与引当金  54,490   53,458   △1,031 51,025   

８．返品調整引当
金

 8,798   9,145   347 9,833   

９．ポイント引当
金

 －   1,883   1,883 1,585   

10．その他 ※４ 346,881   378,448   31,566 362,913   

流動負債合計   4,769,338 48.7  4,062,209 43.3 △707,129  4,212,993 46.6

Ⅱ．固定負債            

１．社債  510,000   390,000   △120,000 450,000   

２．長期借入金 ※２ 1,147,270   1,742,262   594,992 1,172,714   

３．退職給付引当
金

 83,337   －   △83,337 52,768   

４．役員退職慰労
引当金

 59,366   59,691   325 62,091   

５．その他  672,203   492,729   △179,474 583,600   

固定負債合計   2,472,178 25.3  2,684,683 28.6 212,505  2,321,174 25.7

負債合計   7,241,517 74.0  6,746,892 71.9 △494,624  6,534,168 72.2
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前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
(千円)

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）   

Ⅰ．株主資本         

１．資本金  1,000,000 10.2 1,000,000 10.7 － 1,000,000 11.1

２．資本剰余金   

資本準備金  720,835 720,835 － 720,835

資本剰余金合
計

 720,835 7.4 720,835 7.7 － 720,835 8.0

３．利益剰余金   

(1）利益準備金  100,300 100,300 － 100,300

(2）その他利益
剰余金

     

別途積立金  825,000 825,000 － 825,000

繰越利益剰
余金

 84,240 173,453 89,213 54,879

利益剰余金合
計

 1,009,540 10.3 1,098,753 11.7 89,213 980,179 10.8

４．自己株式  △198,987 △2.0 △199,349 △2.1 △362 △198,987 △2.2

株主資本合計  2,531,387 25.9 2,620,238 28.0 88,851 2,502,026 27.7

Ⅱ．評価・換算差額
等

        

その他有価証券
評価差額金

 10,442 0.1 8,791 0.1 △1,651 9,547 0.1

評価・換算差額
等合計

 10,442 0.1 8,791 0.1 △1,651 9,547 0.1

純資産合計  2,541,830 26.0 2,629,030 28.1 87,199 2,511,574 27.8

負債純資産合計  9,783,347 100.0 9,375,923 100.0 △407,424 9,045,743 100.0
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
(千円)

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高   6,652,470 100.0  6,717,210 100.0 64,740  12,538,922 100.0

Ⅱ．売上原価   5,008,164 75.3  5,059,701 75.3 49,699  9,446,979 75.3

売上総利益   1,644,305 24.7  1,657,509 24.7 15,041  3,091,942 24.7

返品調整引当
金戻入額

  9,145 0.1  9,833 0.1 688  9,145 0.1

返品調整引当
金繰入額

  8,798 0.1  9,145 0.1 347  9,833 0.1

差引売上総利
益

  1,644,652 24.7  1,658,197 24.7 15,382  3,091,254 24.7

Ⅲ．販売費及び一般
管理費

  1,423,065 21.4  1,438,022 21.4 16,793  2,853,226 22.8

営業利益   221,586 3.3  220,175 3.3 △1,411  238,028 1.9

Ⅳ．営業外収益 ※１  17,278 0.2  39,313 0.5 22,035  39,621 0.3

Ⅴ．営業外費用 ※２  55,137 0.8  55,361 0.8 224  109,881 0.9

経常利益   183,727 2.7  204,126 3.0 20,399  167,767 1.3

Ⅵ．特別利益 ※３  － －  64,991 1.0 64,991  － －

Ⅶ．特別損失
※
4.5

 41,285 0.6  4,040 0.1 △37,245  47,228 0.3

税引前中間
（当期）純利
益

  142,442 2.1  265,078 3.9 122,636  120,539 1.0

法人税、住民
税及び事業税

 76,757   94,878     76,045  

法人税等調整
額

 9,986 86,744 1.3 26,569 121,448 1.8 34,703  18,157 0.8

中間（当期）
純利益

  55,697 0.8  143,630 2.1 87,932  26,336 0.2
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
1,000,000 720,835 720,835 100,300 795,000 83,601 978,901 △198,816 2,500,920

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立て（注）     30,000 △30,000 －  －

剰余金の配当（注）      △25,058 △25,058  △25,058

中間純利益      55,697 55,697  55,697

自己株式の取得        △170 △170

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
         

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － 30,000 638 30,638 △170 30,468

平成18年９月30日　残高

（千円）
1,000,000 720,835 720,835 100,300 825,000 84,240 1,009,540 △198,987 2,531,387

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
13,380 13,380 2,514,300

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立て（注）   －

剰余金の配当（注）   △25,058

中間純利益   55,697

自己株式の取得   △170

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△2,937 △2,937 △2,937

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△2,937 △2,937 27,530

平成18年９月30日　残高

（千円）
10,442 10,442 2,541,830

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高

（千円）
1,000,000 720,835 720,835 100,300 825,000 54,879 980,179 △198,987 2,502,026

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）      △25,055 △25,055  △25,055

中間純利益      143,630 143,630  143,630

自己株式の取得        △362 △362

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
         

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
     118,574 118,574 △362 118,211

平成19年９月30日　残高

（千円）
1,000,000 720,835 720,835 100,300 825,000 173,453 1,098,753 △199,349 2,620,238

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
9,547 9,547 2,511,574

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）   △25,055

中間純利益   143,630

自己株式の取得   △362

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△755 △755 △755

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△755 △755 117,456

平成19年９月30日　残高

（千円）
8,791 8,791 2,629,030

 （注）平成19年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
1,000,000 720,835 720,835 100,300 795,000 83,601 978,901 △198,816 2,500,919

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て（注）     30,000 △30,000 －  －

剰余金の配当（注）      △25,058 △25,058  △25,058

当期純利益      26,336 26,336  26,336

自己株式の取得        △170 △170

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
         

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － － － 30,000 △28,721 1,278 △170 1,107

平成19年３月31日　残高

（千円）
1,000,000 720,835 720,835 100,300 825,000 54,879 980,179 △198,987 2,502,026

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
13,380 13,380 2,514,300

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て（注）   －

剰余金の配当（注）   △25,058

当期純利益   26,336

自己株式の取得   △170

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△3,833 △3,833 △3,833

事業年度中の変動額合計

（千円）
△3,833 △3,833 △2,725

平成19年３月31日　残高

（千円）
9,547 9,547 2,511,574

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4）中間キャッシュ・フロー計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間期
比

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）
金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ

シュ・フロー
     

税引前中間（当期）

純利益
 142,442 265,078 122,636 120,539

減価償却費  120,790 125,458 4,667 241,489

減損損失  39,588 － △39,588 39,588

固定資産除却損  － 4,040 4,040 7,639

貸倒引当金の増加額

（△減少額）
 327 △324 △651 △14,395

賞与引当金の増加額

（△減少額）
 3,337 2,432 △904 △126

返品調整引当金の増加

額（△減少額）
 △347 △688 △341 688

ポイント引当金

の増加額
 － 298 298 1,585

退職給付引当金の増加

額（△減少額）
 2,383 △52,768 △55,151 △28,185

役員退職慰労引当金

の減少額
 △6,450 △2,400 4,050 △3,725

受取利息及び配当金  △3,086 △4,208 △1,121 △6,256

支払利息等  51,017 52,686 1,669 100,084

社債発行費  － － － 2,159

売上債権の減少額

（△増加額）
 △311,795 △335,053 △23,257 109,741

たな卸資産の減少額

（△増加額）
 △55,638 △13,515 42,122 41,327

営業保証金の減少額

（△増加額）
 △6,992 35,758 42,751 △2,072

仕入債務の増加額  129,277 86,214 △43,062 27,588

未払消費税等の増加額  6,828 7,945 1,117 810

前受金の増加額

（△減少額）
 △1,179 △3,252 △2,073 2,759

その他資産の減少額

（△増加額）
 △3,568 18,326 21,894 20,186

その他負債の増加額

（△減少額）
 18,496 △35,466 △53,962 1,086

その他  1,696 － △1,696 －

小計  127,127 150,562 23,434 662,510

利息及び配当金の受取

額
 3,122 4,247 1,124 6,094

利息の支払額  △50,996 △52,365 △1,369 △99,208

法人税等の支払額  △17,244 △49,913 △32,669 △43,490

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
 62,009 52,530 △9,479 525,905
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前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間期
比

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）
金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ

シュ・フロー
     

定期預金の預入に

よる支出
 △304,000 △185,000 119,000 △423,311

定期預金の払戻に

よる収入
 308,000 198,000 △110,000 418,289

有形固定資産の取得に

よる支出
 △34,570 △52,476 △17,906 △116,891

無形固定資産の取得に

よる支出
 － △332 △332 －

投資有価証券の取得に

よる支出
 △3,000 △3,000 － △3,000

敷金保証金の差入によ

る支出
 △52,825 △47,615 5,210 △100,053

その他  14,306 8,676 △5,630 32,669

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
 △72,089 △81,747 △9,658 △192,297

Ⅲ　財務活動によるキャッ

シュ・フロー
     

短期借入れによる

収入
 600,000 500,000 △100,000 700,000

短期借入金の返済によ

る支出
 △537,500 △800,000 △262,500 △787,500

固定資産に係る割賦債

務等の返済による支出
 △66,157 △66,720 △563 △132,593

長期借入れによる

収入
 504,239 803,795 299,555 704,441

長期借入金の返済によ

る支出
 △299,978 △204,475 95,502 △737,240

社債の発行による

収入
 － － － 97,840

社債の償還による

支出
 △90,000 △90,000 － △280,000

自己株式の取得に

よる支出
 △170 △362 △192 △170

配当金の支払額  △24,980 △24,845 134 △25,117

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
 85,453 117,391 31,937 △460,339

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加

額（△減少額）
 75,374 88,174 12,800 △126,731

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首

残高
 678,767 552,036 △126,731 678,767

Ⅵ　現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
 754,141 640,210 △113,930 552,036
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

期末決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

商品…………移動平均法による

原価法（ただし、

小売商品は売価

還元法による原

価法）

(2）たな卸資産

商品………同左

(2）たな卸資産

商品………同左

 製品…………総平均法による原

価法

製品………同左 製品………同左

 原材料………先入先出法による

原価法

原材料……同左 原材料……同左

 貯蔵品………最終仕入原価法に

よる原価法

貯蔵品……同左 貯蔵品……同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定額法

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　３～44年

構築物　　　　３～48年

機械装置　　　３～15年

工具器具備品　３～16年

(1）有形固定資産

定額法

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　３～44年

構築物　　　　３～48年

機械装置　　　３～15年

工具器具備品　３～16年

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ております。

これによる損益に与える影響額

は軽微であります。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

これによる損益に与える影響額

は軽微であります。

(1）有形固定資産

定額法

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　３～44年

構築物　　　　３～48年

機械装置　　　３～15年

工具器具備品　３～16年

株式会社タカチホ(8225)平成 20 年３月期中間決算短信(非連結)

－ 16 －



項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 (2）無形固定資産

定額法

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

均等償却

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に

充てるため、支給見込額基準に

より計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

 (3）返品調整引当金

販売した商品及び製品の返品に

よる損失に備えるため、過去の

実績を基礎として算出した売買

利益相当額を計上しております。

(3）返品調整引当金

同左

(3）返品調整引当金

同左

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更時差異

(29,653千円)については、平

成13年3月期より10年による按

分額を費用処理しております。

(4）退職給付引当金

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

当社は、平成19年９月に適格退

職年金制度について確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しております。

本移行に伴う影響額は、特別利

益として64,991千円計上してお

ります。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生している額

を計上しております。

なお、会計基準変更時差異

(29,653千円)については、平

成13年3月期より10年による按

分額を費用処理しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(5）　   ──────── (5）ポイント引当金

将来のポイント使用による費用

発生に備えるため、使用実績率

等に基づいて見積った額を計上

しております。

（追加情報）

従来、ポイント使用に伴う費用

は、ポイント使用時に計上して

おりましたが、前事業年度下期

においてポイントの使用率を合

理的に算定することが可能と

なったことにより、財務内容の

健全化とより適正な期間損益計

算を目的として、前事業年度下

期よりポイント引当金を計上し

ております。なお、前事業年度

下期においてポイントの使用率

を合理的に算定することが可能

となったことから、前中間会計

期間においては従来の方法に

よっております。前中間会計期

間に変更後の方法によった場合

の影響額は不明であります。

(5）ポイント引当金

将来のポイント使用による費用

発生に備えるため、使用実績率

等に基づいて見積った額を計上

しております。

（会計方針の変更）

従来、ポイント使用に伴う費用

は、ポイント使用時に計上して

おりましたが、下期においてポ

イントの使用率を合理的に算定

することが可能となったことに

より、財務内容の健全化とより

適正な期間損益計算を目的とし

て、当事業年度よりポイント引

当金を計上しております。この

変更に伴い従来の方法によった

場合と比較して営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は

1,585千円それぞれ減少してお

ります。なお、下期においてポ

イントの使用率を合理的に算定

することが可能となったことか

ら、当中間会計期間においては

従来の方法によっております。

当中間会計期間に変更後の方法

によった場合の影響額は不明で

あります。

 (6）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく中間

期末要支給見積額を計上してお

ります。

(6）役員退職慰労引当金

同左

(6）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく期末

要支給見積額を計上しておりま

す。

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金

の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 同左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会

計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。

従来の資本の部の合計に相当する金額は、

2,541,830千円であります。

なお、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、中間財務諸表等

規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は、

2,511,574千円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、財務諸表等規則の改正に

伴い、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

 （中間貸借対照表）

前中間期末において区分掲記していた「立替金」は、当中間期末にお

いて資産の総額の100分の５以下となりましたので、流動資産の「その

他」に含めて表示することとしました。

　なお、当中間期末の「立替金」はありません。

 （中間キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「減損損失」は、前中間会計期

間は「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増し

たため区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている「減損損失」は

700千円であります。

─────

 

 

 

 

─────

 

 

 

 

株式会社タカチホ(8225)平成 20 年３月期中間決算短信(非連結)

－ 19 －



注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度末

（平成19年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償

却累計額
 2,728,513千円           2,814,393千円             2,747,032千円

※２．担保提供資産

担保に供している資産

   

建物

土地

計

          2,389,375千円

1,112,997

  3,502,372

          2,339,465千円

         1,112,997

           3,452,462

2,398,536千円

1,112,997

      3,511,533

上記に対応する債務    

短期借入金

１年以内償還予定社

債

長期借入金

（１年以内返済予定

額を含む）

計

          2,303,388千円

              100,000

1,655,019

           4,058,407

         1,863,552千円

                －

2,015,064

           3,878,616

2,158,470千円

          －

1,419,108

        3,577,578

　３．偶発債務 ダイヤモンドリース株式会社を被保

証者として、平成33年12月末までの

事業用土地の賃借人としての賃料

(現行月額1,942千円)の支払等一切

の債務について、当該土地の賃貸人

に対して連帯保証を行っております。

同左 同左

※４．消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

同左 ─────

※５．中間（期末日）満期手

形

中間期末日満期手形の会計処理は手

形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次

の中間期末満期手形が中間期末残高

に含まれております。

　受取手形　　　　　20,401千円

　支払手形　　　　　   374千円

中間期末日満期手形の会計処理は手

形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次

の中間期末満期手形が中間期末残高

に含まれております。

　受取手形　　　　　16,994千円

　支払手形　　　　　   159千円

期末日満期手形の会計処理は手形交

換日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。

　受取手形　　　　　12,797千円

　支払手形　　　　　   352千円

※６．国庫補助金等によって

取得した資産

国庫補助金に相当する下記の金額を

取得価額から控除しております。

　土地　　　　　　　42,223千円

同左 同左
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要

なもの

   

受取利息

仕入割引

受取事務費

解約違約金収入

     2,777千円

     2,770千円

     6,082千円

     －千円

          3,816千円

          2,627千円

          6,182千円

          20,552千円

          5,768千円

          5,824千円

     12,225千円

     －千円

※２．営業外費用のうち主要

なもの

   

支払利息       47,653千円             49,573千円           93,601千円

※３．特別利益のうち主要な

もの

退職給付制度終了益 －千円 　64,991千円       －千円

※４．特別損失のうち主要な

もの

減損損失

固定資産除却損

39,588千円

1,523千円

      －千円

　4,040千円

39,588千円

      7,639千円

※５．減損損失 当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

場所 用途 種類 摘要

山形県 

鶴岡市 

営業所跡

地
土地  遊休

 当社は、相互補完性を考慮し、事

業部毎にグルーピングを行なってお

ります。

事業の用に直接供していない遊休資

産については個々にグルーピングし

ております。

上記の資産グループについては遊休

状態であり今後の使用見込みも未確

定なため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（39,588千円）として特別損失に計

上いたしました。

　なお、当該資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定評価額を基礎と

した正味売却価額により評価してお

ります。

───── 当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計

上しました。

場所 用途 種類 摘要

山形県 

鶴岡市 

営業所跡

地
土地  遊休

 当社は、相互補完性を考慮し、事

業部毎にグルーピングを行なってお

ります。

事業の用に直接供していない遊休資

産については個々にグルーピングし

ております。

上記の資産グループについては遊休

状態であり今後の使用見込みも未確

定なため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（39,588千円）として特別損失に計

上いたしました。

　なお、当該資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定評価額を基礎と

した正味売却価額により評価してお

ります。

　６．減価償却実施額    

有形固定資産

無形固定資産

            117,885千円

             2,905千円

          122,605千円

        2,852千円

       235,695千円

           5,793千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 7,275,000 － － 7,275,000

合計 7,275,000 － － 7,275,000

自己株式

普通株式（注） 1,010,270 800 － 1,011,070

合計 1,010,270 800 － 1,011,070

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 25,058 4.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

 該当事項はありません。
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当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 7,275,000 － － 7,275,000

合計 7,275,000 － － 7,275,000

自己株式

普通株式（注） 1,011,070 1,900 － 1,012,970

合計 1,011,070 1,900 － 1,012,970

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,900株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 25,055 4.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

 該当事項はありません。
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前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 7,275,000 － － 7,275,000

合計 7,275,000 － － 7,275,000

自己株式

普通株式（注） 1,010,270 800 － 1,011,070

合計 1,010,270 800 － 1,011,070

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 25,058 4.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 25,055 利益剰余金 4.00 平成19年３月31日平成19年６月29日

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

(平成18年９月30日現在) (平成19年９月30日現在) （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定   1,007,431千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△253,289

現金及び現金同等

物
754,141

現金及び預金勘定 889,522千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△249,311

現金及び現金同等

物
640,210

現金及び預金勘定 814,347千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△262,311

現金及び現金同等

物
552,036
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（リース取引関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 29,760 20,548 9,211

有形固
定資産
その他

   

機械装
置

27,047 5,087 21,959

車両運
搬具

204,388 111,235 93,152

工具器
具備品

301,451 179,735 121,715

無形固
定資産

29,515 16,264 13,251

合計 592,162 332,871 259,290

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 29,760 24,800 4,959

有形固
定資産
その他

   

機械装
置

27,047 9,595 17,451

車両運
搬具

204,676 116,221 88,455

工具器
具備品

236,253 154,094 82,158

無形固
定資産

28,068 14,952 13,115

合計 525,805 319,664 206,141

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

建物 29,760 22,674 7,085

有形固
定資産
その他

   

機械装
置

27,047 7,341 19,705

車両運
搬具

220,893 124,251 96,642

工具器
具備品

238,313 135,367 102,945

無形固
定資産

30,308 14,306 16,002

合計 546,322 303,940 242,381

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料期末残高相当額

 １年内    97,170千円

１年超   177,683千円

合計  274,854千円

１年内    83,851千円

１年超   135,950千円

合計  219,802千円

１年内  93,364千円

１年超   163,641千円

合計   257,005千円

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 62,012千円

減価償却費相

当額
52,137千円

支払利息相当

額
9,287千円

支払リース料 58,649千円

減価償却費相

当額
49,108千円

支払利息相当

額
8,399千円

支払リース料 123,642千円

減価償却費相

当額
103,844千円

支払利息相当

額
18,230千円

 ４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 ５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。

５．利息相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リー

ス取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１年内  137,228千円

１年超  2,241,597千円

合計   2,378,825千円

１年内  137,228千円

１年超 2,104,368千円

合計 2,241,597千円

１年内  137,228千円

１年超 2,172,982千円

合計 2,310,211千円
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 34,082 51,613 17,530

合計 34,082 51,613 17,530

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

(1）子会社株式 125,000

(2）その他有価証券

非上場株式
1,600

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 34,082 48,841 14,758

合計 34,082 48,841 14,758

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

(1）子会社株式 128,000

(2）その他有価証券

非上場株式
1,600

前事業年度末（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 34,082 50,110 16,027

合計 34,082 50,110 16,027

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

(1）子会社株式 125,000

(2）その他有価証券

非上場株式
1,600
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

（企業結合関係）

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 405円72銭

１株当たり中間純利益

金額
  8円89銭

１株当たり純資産額 419円84銭

１株当たり中間純利益

金額
22円93銭

１株当たり純資産額 400円96銭

１株当たり当期純利益

金額
  4円20銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 55,697 143,630 26,336

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
55,697 143,630 26,336

期中平均株式数（千株） 6,264 6,262 6,264

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

５．販売実績

当中間会計期間の販売実績を部門別に示すと次のとおりであります。

部門
当中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前年同期比（％）

みやげ食品卸部門（千円） 3,150,956 101.4

みやげ雑貨卸部門（千円） 367,138 91.3

みやげ小売部門（千円） 783,441 102.3

一般小売部門（千円） 1,004,902 107.7

その他小売部門（千円） 3,602 9.3

みやげ品製造卸部門（千円） 370,085 99.3

不動産賃貸部門（千円） 59,475 98.3

温浴施設部門（千円） 977,608 100.7

合計（千円） 6,717,210 101.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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